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連結注記表
Ⅰ. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1. 連結の範囲に関する事項

4. 会計方針に関する事項

2. 持分法の適用に関する事項

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

⑴ 連結子会社数 14社

連結子会社名

高砂丸誠エンジニアリングサービス㈱、㈱丸誠環境システムズ、㈱エム・エス・エス、高砂建築工程（北京）有限公司、
タカサゴシンガポールPte.Ltd.、高砂熱学工業（香港）有限公司、タカサゴベトナムCo.,Ltd.、タイタカサゴCo.,Ltd.、
T.T.E.エンジニアリング（マレーシア）Sdn.Bhd.、日本ピーマック㈱、日本フローダ㈱、日本開発興産㈱、 
TTEマレーシアホールディングスSdn.Bhd.、タカサゴエンジニアリングメキシコ,S.A.de C.V.

当連結会計年度から、重要性が増したタカサゴエンジニアリングメキシコ,S.A.de C.V.を連結の範囲に含めております。

⑵ 非連結子会社名 タカサゴエンジニアリングインディア Pvt.Ltd.、PT.タカサゴインドネシア、タカサゴフィリピンInc.、
㈱イーアンドイープラニング

（連結の範囲から除いた理由）
タカサゴエンジニアリングインディア Pvt.Ltd.ほか３社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利
益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

① 有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）によっております。

その他有価証券

　時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）によっております。

　時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

② たな卸資産

　未成工事支出金 個別法による原価法によっております。

　商品及び製品、材料貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

⑴ 持分法適用の関連会社の数 ２社

持分法適用の関連会社の名称 日本設備工業㈱、Integrated Cleanroom Technologies Private Limited

⑵ 持分法非適用の非連結子会社（タカサゴエンジニアリングインディア Pvt.Ltd.ほか３社）および関連会社（苫小牧熱供給㈱）は、それぞれ当期純損益
（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外し
ております。

⑴ 重要な資産の評価基準および評価方法

連結子会社のうち、在外連結子会社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、各決算日現在の計算書類を使用しております。
ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
なお、上記以外の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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① 有形固定資産
（リース資産を除く）

当社および国内連結子会社は主として定率法を採用しており、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定
する方法と同一の基準によっております。ただし、国内連結子会社は、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については、定額法を採用しております。なお、在外連結子会社については定額法を採用しております。

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま
す。また、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法

⑶ 重要な引当金の計上基準

⑷ 重要な収益および費用の計上基準

⑸ 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

⑹ 退職給付に係る会計処理の方法

⑺ のれんの償却方法および償却期間

完成工事高および完成工事原価の計上基準
完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価
比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。
なお、工事進行基準による完成工事高は、190,774百万円であります。

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産・負債お
よび収益・費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における「その他の包括利益累計額」の「為替換算調整勘定」および 
｢非支配株主持分」に含めて計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
　 ‌�退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、主として給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異の費用処理方法
　 ‌�数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
③ 小規模企業における簡便法の採用
　 ‌�一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡

便法を適用しております。

のれんの償却については、その効果が発現すると見積られる期間で償却し、その金額が僅少なものについては発生年度に全額償却しております。

① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づいて計上しております。

③ 完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて
計上しております。

④ 工事損失引当金 当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が合理的に見込まれるものについて将来の損失に備えるため、その損
失見込額を計上しております。

⑤ 役員退職慰労引当金 連結子会社の取締役および監査役の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております｡
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⑻ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い､「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い｣（実務対応報告第32号 平成28年 
６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しており
ます。
この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

（連結貸借対照表）
　�前連結会計年度において「流動資産」の「受取手形・完成工事未収入金等」に含めていた「電子記録債権」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度

より独立掲記することとしております。
　なお、前連結会計年度の「流動資産」の「受取手形・完成工事未収入金等」に含めていた「電子記録債権」は3,800百万円であります。

（連結損益計算書）
　�前連結会計年度において独立掲記していた「営業外費用」の「減価償却費」は、明瞭性を高める観点から、その一部を当連結会計年度より「不動産賃貸費

用」に含めて表示しております。これにより「営業外費用」の「減価償却費」は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外費用」の「その
他」に含めて表示しております。

　なお、前連結会計年度の「営業外費用」の「減価償却費」に含めていた「不動産賃貸費用」は159百万円であります。

当連結会計年度より､「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を適用しております。

5. 会計方針の変更に関する注記

6. 表示方針の変更に関する注記

7. 追加情報

下記の資産は仕入債務の担保として質権設定に供しております。
現金預金（定期預金）	 29百万円

未成工事支出金	 2,386百万円
商品及び製品	 409百万円
仕掛品	 48百万円
材料貯蔵品	 515百万円

3. ‌�損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金等と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。損失の発生が見込まれる工事契
約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は111百万円となっております。

4. 担保提供資産および担保付債務

Ⅱ. 連結貸借対照表に関する注記
1. 未成工事支出金等に属する資産の科目およびその金額は次のとおりであります。

2. 有形固定資産の減価償却累計額	 8,869百万円
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株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 82,765,768 ─ ─ 82,765,768

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 9,272,086 8,331 59,600 9,220,817

増加数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加	 587株
無償譲受による増加	 7,744株

減少数の内訳は、次のとおりであります。
新株予約権の行使による減少	 59,600株

Ⅳ. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式の種類および総数に関する事項

2. 自己株式の種類および株式数に関する事項

当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。

減損損失の算定にあたっては、遊休資産および賃貸資産については個別物件ごとに、その他の資産については、管理会計上の区分を単位としてグルーピン
グを行っております。
上記の資産については、使用目的の変更を行ったことにより、帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額909百万円を減損損失として特別損失に計
上いたしました。その内訳は、建物・構築物が223百万円、工具器具・備品が０百万円、土地が685百万円であります。
なお、回収可能価額の算定については、正味売却価額により測定しており、その評価は不動産鑑定評価基準に基づいて算出しております。

用　途 種　類 場　所 金　額

遊休資産 建物・構築物、工具器具・備品、土地 埼玉県越谷市 909百万円

2. 減損損失

1. 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額	 1,147百万円

Ⅲ. 連結損益計算書に関する注記
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決　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
平成28年６月28日

定時株主総会 普通株式 1,143百万円 15円50銭 平成28年３月31日 平成28年６月29日

平成28年11月10日
取締役会 普通株式 1,033百万円 14円00銭 平成28年９月30日 平成28年12月８日

3. 配当に関する事項

4. 新株予約権等に関する事項

⑴ 配当金支払額

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
平成29年６月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり付議する予定であります。

① 配当金の総額	 1,623百万円
② １株当たり配当金	 22円00銭
		  （普通配当16円00銭、特別配当6円00銭）
③ 基準日	 平成29年３月31日
④ 効力発生日	 平成29年６月28日
　 なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しております。

区分 内訳 目的となる株式の数（株）
当連結会計年度末

提出会社（親会社）

第１回（平成23年７月22日決議） 28,100

第２回（平成24年７月20日決議） 39,400

第３回（平成25年７月18日決議） 32,100

第４回（平成26年７月18日決議） 27,500

第５回（平成27年７月17日決議） 43,000

第６回（平成28年７月12日決議） 68,200

合 計 238,300
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2. 金融商品の時価等に関する事項

（注）1. 	金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
	 資産

	 ⑴現金預金および⑶電子記録債権
	 　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
	 ⑵受取手形・完成工事未収入金等
	 　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間および信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっ

ております。
	 ⑷有価証券および投資有価証券
	 　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によっております。

	 負債
	 ⑴支払手形・工事未払金等、⑵短期借入金および⑶未払金
	 　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

2. 	時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
	 非上場株式、非連結子会社および関連会社株式（連結貸借対照表計上額6,486百万円）は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認め

られるため、「⑷有価証券および投資有価証券」には含めておりません。

連結決算日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。（（注）2.参照）

項 目 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
⑴ 現金預金 47,075 47,075 ―
⑵ 受取手形・完成工事未収入金等 107,392 107,391 △　0
⑶ 電子記録債権 9,559 9,559 ―
⑷ 有価証券および投資有価証券

その他有価証券 34,890 34,890 ―
資産計 198,917 198,917 △　0

⑴ 支払手形・工事未払金等 57,096 57,096 ―
⑵ 短期借入金 5,527 5,527 ―
⑶ 未払金 27,824 27,824 ―

負債計 90,448 90,448 ―

（単位：百万円）

Ⅴ. 金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、銀行等金融機関からの借入により資金調達しております。
営業債権である受取手形・完成工事未収入金等および電子記録債権は、顧客の信用リスクにさらされておりますが、当社は債権管理規程に従い、主要な取
引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとの期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図って
おります。投資有価証券は、主に取引先企業との業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクにさらされておりますが、定期的に把握
された時価が取締役会に報告されています。また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
営業債務である支払手形・工事未払金等は、１年以内の支払期日であります。短期借入金および長期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、変動金
利の借入金であるため金利の変動リスクにさらされておりますが、基本的にリスクの低い短期のものに限定しております。営業債務や借入金は、流動性リス
クにさらされておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。
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　当社は、平成29年４月21日に下記のとおり無担保社債を発行いたしました。

　第１回無担保社債（社債間限定同順位特約付）
⑴ 発行総額	 5,000百万円
⑵ 発行価格	 各社債の金額100円につき金100円
⑶ 利率	 年0.370％
⑷ 償還期限	 平成36年４月19日
⑸ 償還方法	 満期一括償還
⑹ 資金使途	 投融資資金、借入金返済資金、設備投資資金に充当予定

　第２回無担保社債（社債間限定同順位特約付）
⑴ 発行総額	 5,000百万円
⑵ 発行価格	 各社債の金額100円につき金100円
⑶ 利率	 年0.495％
⑷ 償還期限	 平成39年４月21日
⑸ 償還方法	 満期一括償還
⑹ 資金使途	 投融資資金、借入金返済資金、設備投資資金に充当予定

1. １株当たり純資産額	 1,487円29銭
2. １株当たり当期純利益 	 117円83銭

Ⅵ. １株当たり情報に関する注記

Ⅶ. 重要な後発事象に関する注記
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個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

① 有価証券
子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法によっております｡
その他有価証券

　時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定）によっております。

　時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。
② たな卸資産

　未成工事支出金 個別法による原価法によっております。

① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法によっております。なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準
によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
また、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

① 貸倒引当金	 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 役員賞与引当金 取締役に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づいて計上しております。

③ 完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づい
て計上しております。

④ 工事損失引当金 当事業年度末手持工事のうち損失の発生が合理的に見込まれるものについて将来の損失に備えるため、その損
失見込額を計上しております。

⑤ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上し
ております。
a 退職給付見込額の期間帰属方法
  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。
b 数理計算上の差異の費用処理方法
  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑴	 資産の評価基準および評価方法

⑵	 固定資産の減価償却の方法

⑶	 引当金の計上基準
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4. 貸借対照表に関する注記

2. 表示方針の変更に関する注記

3. 追加情報

5. 損益計算書に関する注記

完成工事高および完成工事原価の計上基準
完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比
例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。
なお、工事進行基準による完成工事高は、152,381百万円であります。

計算書類において、未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

⑷ 収益および費用の計上基準

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額	 5,366百万円
⑵ ‌�損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。損失の発生が見込まれる工

事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は111百万円となっております。
⑶ 銀行借入金等に対する保証債務	 4,808百万円
⑷ 関係会社に対する短期金銭債権	 472百万円
　 関係会社に対する長期金銭債権	 1,536百万円
　 関係会社に対する短期金銭債務	 6,899百万円
　 関係会社に対する長期金銭債務	 3百万円

（貸借対照表）
　�前事業年度において「流動資産」の「受取手形」に含めていた「電子記録債権」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしてお

ります。
　なお、前事業年度の「流動資産」の「受取手形」に含めていた「電子記録債権」は3,362百万円であります。

（損益計算書）
⑴ ‌�前事業年度において独立掲記していた「営業外費用」の「減価償却費」は、明瞭性を高める観点から、その一部を当事業年度より「不動産賃貸費用」に含

めて表示しております。これにより「営業外費用」の ｢減価償却費」は金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「営業外費用」の「その他」に含
めて表示しております。

　 なお、前事業年度の「営業外費用」の「減価償却費」に含めていた「不動産賃貸費用」は159百万円であります。
⑵ ‌�前事業年度において「特別損失」の「その他」に含めていた「投資有価証券評価損」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することと

しております。
　 なお、前事業年度の「特別損失」の「その他」に含めていた「投資有価証券評価損」は１百万円であります。

当事業年度より､「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を適用しております。

⑴ 関係会社との取引高
　 売上高	 401百万円
　 仕入高	 25,170百万円
　 その他の営業取引高	 63百万円
　 営業取引以外の取引高	 786百万円
⑵ 研究開発費の総額	 800百万円
⑶ 完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入額	 1,041百万円

⑸ 退職給付に係る会計処理

⑹ 消費税等の会計処理
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6. 株主資本等変動計算書に関する注記

7. 税効果会計に関する注記

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式（株） 9,003,529 8,331 59,600 8,952,260

自己株式の種類および株式数に関する事項

⑴ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
　貸倒引当金 403百万円
　減損損失 449百万円
　投資有価証券評価損 681百万円
　ゴルフ会員権評価損 181百万円
　ソフトウェア開発費 123百万円
　未払事業税 233百万円
　完成工事補償引当金 188百万円
　工事損失引当金 574百万円
　退職給付引当金 550百万円
　その他 729百万円
繰延税金資産小計 4,115百万円
　評価性引当額 △1,791百万円
繰延税金資産合計 2,324百万円
繰延税金負債
　前払年金費用 △754百万円
　その他有価証券評価差額金 △4,853百万円
　退職給付信託設定益 △494百万円
繰延税金負債合計 △6,102百万円
繰延税金資産の純額 △3,777百万円

増加数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加	 587株
無償譲受による増加	 7,744株

減少数の内訳は、次のとおりであります。
新株予約権の行使による減少	 59,600株

当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。

減損損失の算定にあたっては、遊休資産および賃貸資産については個別物件ごとに、その他の資産については、管理会計上の区分を単位としてグルーピン
グを行っております。
上記の資産については、使用目的の変更を行ったことにより、帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額909百万円を減損損失として特別損失に計
上いたしました。その内訳は、建物・構築物が223百万円、工具器具・備品が０百万円、土地が685百万円であります。
なお、回収可能価額の算定については、正味売却価額により測定しており、その評価は不動産鑑定評価基準に基づいて算出しております。

用　途 種　類 場　所 金　額
遊休資産 建物・構築物、工具器具・備品、土地 埼玉県越谷市 909百万円

⑷ 減損損失
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8. リースにより使用する固定資産に関する注記

9. 関連当事者との取引に関する注記

⑵ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 30.8％

（調整）
　永久に損金に算入されない項目 1.4％
　永久に益金に算入されない項目 △1.5％
　評価性引当額 3.5％
　その他 △0.7％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.5％

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務用機器等を所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

種類 会社等の名称 所在地 資本金
（百万円） 事業の内容 議決権等の

所有割合

関連当事者との関係
取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）役員の
兼任等

事業上の
関係

子会社 T.T.E.エンジニアリング
（マレーシア） Sdn.Bhd.

マレーシア・
クアラ

ルンプール

1,000千
マレーシア
リンギット

空調設備等の
施工

（所有）直接
30.00% 兼任１名 債務保証 債務保証

（注）1 2,433 ― ―

関連会社 日本設備工業㈱ 東京都
千代田区 460 空調設備等の

施工
（所有）直接

34.55% 兼任１名 仕入先
空調設備
工事等の
発注（注）3

17,465
（注）2

工事
未払金

4,456
（注）2

（注）	1. T.T.E.エンジニアリング（マレーシア）Sdn.Bhd.の金融機関からの借入金および工事履行につき、債務保証を行っております。
	 2. 記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
	 3. ‌��取引条件および取引条件の決定方針等 

価格その他の取引条件は、個々の工事について見積りの提出を受け、その都度、交渉により取引金額を決定しております。

10. 1株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記

⑴ 1株当たり純資産額	 1,345円92銭
⑵ 1株当たり当期純利益	 116円60銭

　当社は、平成29年４月21日に下記のとおり無担保社債を発行いたしました。

　第１回無担保社債（社債間限定同順位特約付）
⑴ 発行総額	 5,000百万円
⑵ 発行価格	 各社債の金額100円につき金100円
⑶ 利率	 年0.370％
⑷ 償還期限	 平成36年４月19日
⑸ 償還方法	 満期一括償還
⑹ 資金使途	 投融資資金、借入金返済資金、設備投資資金に充当予定

　第２回無担保社債（社債間限定同順位特約付）
⑴ 発行総額	 5,000百万円
⑵ 発行価格	 各社債の金額100円につき金100円
⑶ 利率	 年0.495％
⑷ 償還期限	 平成39年４月21日
⑸ 償還方法	 満期一括償還
⑹ 資金使途	 投融資資金、借入金返済資金、設備投資資金に充当予定
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メモ欄
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